
資料８

中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会浄化槽専門委員会中間取りまとめ

（単独処理浄化槽対策に関する部分）

（１）既設の単独処理浄化槽の浄化槽への転換対策について

単独処理浄化槽は、し尿よりも汚濁負荷の大きい生活雑排水を未処理のまま放流し、更にし尿

由来の汚濁負荷の低減も不十分であることから、水質保全面から問題となっている。また、平成１

６年８月に総務省がまとめた「湖沼の水環境の保全に関する政策評価書」において、生活雑排水

を処理しない単独処理浄化槽がいまだに相当数設置されており、単独処理浄化槽の解消につい

てなお一層推進を図ることが指摘されていることからも、早急に浄化槽へ転換する必要がある。

これまでも、単独処理浄化槽の浄化槽への転換は浄化槽行政にとって重要な課題となってお

り、平成７年６月には旧厚生省の「単独処理浄化槽の廃止に向けて」と題する単独処理浄化槽に

関する検討会の報告において、２１世紀初頭には既設の単独処理浄化槽もすべて合併処理浄化

槽等に転換することが目標とされた。

この目標を実現するため、浄化槽に関係する業界団体を中心とする努力により、平成１２年に

浄化槽法が改正され、単独処理浄化槽の新設を原則禁止とするとともに、既設の単独処理浄化

槽を浄化槽等に転換する旨の努力義務規定が設けられた。これを受け、浄化槽タウンミーティン

グ等を通じ、単独処理浄化槽の使用者に対し浄化槽への転換を図るよう普及啓発を進める一方

で、一部の自治体においては単独処理浄化槽の撤去費用に対し補助を行うなど独自の取組が

行われてきた。

しかしながら、平成１５年度末現在において、全国に単独処理浄化槽は約６５１万基あり、約２１

５万基ある浄化槽の約３倍にものぼる。単独処理浄化槽の１日１人当たりの汚濁負荷は浄化槽の

約８倍であることから、単独処理浄化槽による総汚濁負荷の規模は浄化槽の約２４倍と推計され

る。さらに、平成１２年の改正浄化槽法が施行された平成１３年度から１５年度までの３年間の単独

処理浄化槽の年平均廃止基数が約２４万基であることから、このままのペースでは、すべての単

独処理浄化槽が廃止されるには、約２７年間かかると推計される。こうしたことから、上述の平成７

年の検討会報告が示した目標達成の必要性を再認識し、年限を区切るなどして単独処理浄化槽

から浄化槽への転換を早急に図るべきではないか、との意見があった。

このため、従来の使用者に対する普及啓発を中心とした取組や自治体独自の支援だけではな

く、国としても、単独処理浄化槽の撤去に対する財政的な支援などあらゆる措置を講ずることによ

り、できるだけ早期に既設の単独処理浄化槽を浄化槽へ転換することが必要である。

（２）違法単独処理浄化槽への対策について

平成１２年の浄化槽法改正等により、単独処理浄化槽の設置は原則として浄化槽法及び建築

基準法に違反することとなったが、依然として、単独処理浄化槽が違法に製造され、設置される

事例が見受けられるところである。



違法に単独処理浄化槽を製造、設置することは、単なる法令の不遵守という字義どおりの問題

にとどまらない。汚濁負荷の高い未処理の生活雑排水を恒常的に放流することにより、公共用水

域等の水質汚濁を招き、将来にわたって国民の快適で豊かな水環境に支障を生じさせることにな

るのである。

今後は、行政と業界団体が一致協力して違法単独処理浄化槽への対策を強力に推進すること

が求められている。具体的には、行政において、建築確認及び完了検査における確認等の徹底

や浄化槽工事業者に対する指導の強化が図られるよう環境部局が建築部局及び土木部局に協

力を求めるなど、関係部局が連携して違法単独処理浄化槽対策を進める必要がある。また、違法

に単独処理浄化槽が製造されたり、設置されたりするのを実際に知りうるのは浄化槽関係者や住

民であることから、業界や住民と行政の連携が重要である。特に、行政に代わって法定検査を行

っている指定検査機関の果たす役割は大きいと言える。


